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科学技術振興機構報 第１４３０号 

 

令 和 ２ 年 ５ 月 ８ 日 

東京都千代田区四番町５番地３ 

科学技術振興機構（ＪＳＴ） 

Tel：03-5214-8404（広報課） 

URL https://www.jst.go.jp 

持続可能開発目標達成支援事業（ａＸｉｓ）における 

新規課題の決定について 

ＪＳＴ（理事長 濵口 道成）は、持続可能開発目標達成支援事業（Ａｃｃｅｌｅｒａｔ

ｉｎｇ Ｓｏｃｉａｌ Ｉｍｐｌｅｍｅｎｔａｔｉｏｎ ｆｏｒ ＳＤＧｓ ａｃｈｉｅｖｅ

ｍｅｎｔ：ａＸｉｓ（アクシス））において、新規課題を決定しました（別紙１）。 

ａＸｉｓは、日本の科学技術イノベーションを活用して開発途上国でのＳＤＧｓ（持続

可能な開発目標）達成に貢献するとともに、日本発の研究成果などの海外展開を促進する

ことを目的としています。途上国はイノベーションを起こす場としても注目されており、

本事業を通じて協力相手国の社会課題の解決に取り組むことで、持続可能な開発を促進し

つつ、日本と相手国との良好な協力関係の構築に貢献することが期待されます。 

今回、Ａタイプ（９，０００万円以下（間接経費含む）／年／課題：途上国などと国際

共同研究の研究成果を用いた実証試験などを行うことで研究成果の社会実装に向けた障

壁緩和を目指す）とＢタイプ（３，０００万円以下（間接経費含む）／年／課題：国際共

同研究の研究成果を社会実装につなげるための小規模な実証試験（ＦＳ：フィージビリテ

ィスタディ）を行うことで、社会実装を実現する上で解決が必要な課題を明らかにするこ

とを目指す）の公募（別紙２）には１１１件（Ａタイプ４１件、Ｂタイプ７０件）の応募

があり、専門家の評価により選定された２０件（Ａタイプ１０件、Ｂタイプ１０件）の採

択を決定しました（別紙３）。 

研究実施期間は令和２年４月～令和３年３月を予定しています。 

ホームページＵＲＬ https://www.jst.go.jp/global/axis/index.html 

 

＜添付資料＞ 

別紙１：採択課題概要 

別紙２：公募概要 

別紙３：推進委員会および評価委員会委員 

 

＜お問い合わせ先＞ 

科学技術振興機構 国際部 

〒102-0076 東京都千代田区五番町７ Ｋ’ｓ五番町 

E-mail：sdgs2020[at]jst.go.jp 

＜Ａタイプに関すること＞ 

ＳＡＴＲＥＰＳグループ 

Tel：03-5214-8085 

＜Ｂタイプに関すること＞ 

事業実施グループ 

Tel：03-5214-7375 
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採択課題概要 

 

持続可能開発目標達成支援事業 Ａタイプ（１０件）採択研究課題一覧 
 

 研究課題名
（採択時） 

研究代表者 所属機関 課題概要 相手国 
貢献しうる持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ） 

１ 
環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野 

ザンビア鉱
山地区にお
ける鉛汚染
環境および
鉛中毒対策
としてのリ
スクベース
アプローチ
の実践と効
果検証 

石塚 真由美 北海道大学 

本研究は、ザンビア共和国のカブエ鉱
山地域における鉛汚染を対象とする。先
行のＳＡＴＲＥＰＳ事業では、環境汚染
による健康・社会経済への影響評価手
法、オンデマンドな環境修復手法を新規
構築してきた。本研究では以下の３グル
ープ構成により、リスクベースでこれら
手法の実践を行う。 
１）長期的な生態系回復と土壌保全、食
用植物の生育向上、オンライン気象管理
システムの大規模展開、グリーンパーク
の構築。２）前向きコホート調査と臨床
症状の評価、治療および環境修復の経済
学的な合理性と妥当性評価。３）鉱山ダ
ンプサイトからの鉛拡散ルート推定によ
る周辺住宅エリアが受ける影響評価、経
済合理性のある修復手法の提案、さらに
世界銀行プロジェクトと共同での環境レ
メディエーションの展開。 
現地行政機関との連携推進およびザン

ビア大学内ラボの活用により、研究期間
後の事業自走化と将来的な汚染課題の全
面解決を目指す。 

ザンビア 

 

２ 

持続可能な
天然ゴムエ
コシステム
の社会実装
拡大に向け
た技術開発
と新産業の
創出 

河原 成元 長岡技術科学大学 

本研究は、持続可能な開発目標（ＳＤ
Ｇｓ）の達成に向け、年間約０．６億ト
ンのＣＯ２排出を伴う化石資源由来原料の
合成ゴムを持続可能な生物資源由来原料
の１つである天然ゴムへ置き換え、人類
未踏産業を創成するための基盤を構築す
ることを目的とする。天然ゴムに関する
新技術として、たんぱく質フリー天然ゴ
ム（窒素含有率０．００ｗ／ｗ％）を固

ベトナム 

 

別紙１ 
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形化するためのスプレー、ドラム、ドラ
イヤー法の確立、たんぱく質フリー天然
ゴム製品を開発するための加硫配合処方
の最適化と加硫技術の確立、天然ゴムお
よび天然ゴム製品の生分解技術の確立と
その国際標準化、資源回収型水処理を核
とする環境保全技術の開発および社会実
装に基づく独自の産業基盤を築くことに
より、将来的には年間約０．５億トンの
ＣＯ２排出削減を目指す。天然ゴムに関す
る新産業を支え、生物資源の持続可能な
利用に資する先導的技術者および研究者
の育成を、ニーズが高いベトナムで推進
し、社会実装される技術を確立する。 

３ 

地熱生産井
掘削地点特
定用の蒸気
スポット検
出技術の高
精度化とボ
ーリングに
よる実証 

小池 克明 京都大学 

本研究は、リモートセンシング・地球
化学・鉱物学・数値シミュレーション技
術を組み合わせて、地熱発電用のボーリ
ングを掘削するのに適した場所を地表か
ら正確に見つけるための手法を開発する
ものである。具体的には、ドローンによ
る地形データから地熱流体パスとなる亀
裂の３次元分布解析、多くの表層ボーリ
ングでのラドン濃度測定、流体地化学分
析による貯留層温度と流体起源の推定、
シミュレーションによる熱水流動系解明
と蒸気卓越部の特定を行い、これらを地
球統計学で統合し、高い空間分解能で蒸
気スポット存在評価マップを作成する。
高い評価域での電磁探査による地下の電
気的性質から、探査ボーリングの位置を
絞り込む。実際に深度５００ｍほどのボ
ーリングを実施し、得られた温度・圧
力・鉱物情報から蒸気スポット存在評価
精度を検証する。これらの成果により、
地熱資源探査コストの大幅削減と開発技
術の社会実装化を図り、地熱発電の大幅
促進を目指す。 

インドネシア 
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４ 

マレーシア
での生分解
性ナノコン
ポジット事
業の実現 

白井 義人 九州工業大学 

現在、途上国の経済発展に伴い、大量
のプラスチックゴミによる海洋汚染が問
題になっている。マレーシア政府は３年
以内にレジ袋などの使い捨てプラ全て
に、環境の微生物が分解する生分解性の
プラを用いることを政策目標に掲げてい
る。一方、生分解性プラは強度がやや低
い欠点があり、レジ袋などの破損が危惧
される。我々はＳＡＴＲＥＰＳ事業で生
分解性のあるセルロースナノファイバー
（ＣＮＦ）の廉価製造法を開発し、マレ
ーシアでの事業化に成功した。また、プ
ラスチック樹脂の強度を上げる目的で、
バイオマス繊維を用いた樹脂コンポジッ
トの廉価製造法も開発した。事業終了後
はＣＮＦ・樹脂コンポジットの製造法の
開発にも成功した。今回は、これらの実
績を基に、ＣＮＦ・生分解性コンポジッ
トの製造法を開発すると同時に、開発し
たコンポジットの微生物による生分解性
機構を明らかにし、まず、マレーシアで
の事業化を目標とする。そして、将来的
には日本への事業移転を目指す。 

マレーシア 

 

５ 

水資源診断
と分散型浄
化システム
により生活
用水の安全
性を確保す
る技術の強
化と普及促
進 

西田 継 山梨大学 

本研究は、人口や開発の極端な偏在が
水問題を引き起こしている世界の地域に
おいて、住民の健康・福祉の向上に貢献
する自立的な水サービス技術の確立を目
指す。これまでネパールで開発した水の
安全性診断・処理・評価を連結した技術
の信頼性と汎用性を高め、その経済性と
健全性を明示することで技術導入のイン
センティブを創出し、実装の障壁を緩和
する。さらに、この技術モデルを他地域
に適用するための課題を抽出し、将来的
に多様な風土、文化、社会に対応した水
環境管理技術に発展させる基盤とする。 
 人口急増により水の不足と汚染に悩む
ネパールでは、水安全性地図に健康情報
を加えつつ、機能と実装性を高めた水処
理装置をモデル地域に配置し、その効果
を検証する。無計画な都市・資源開発で
深刻かつ長期的な汚染と健康被害を抱え
るガーナでは、水循環の地図化と汚染・

ネパール 
ガーナ 
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健康影響の可視化で課題を見いだし、事
業後を見据えた現地適応型の水処理装置
を提案する。 

６ 

生
物
資
源
分
野 

ベトナム在
来豚の特性
を活用した
内在性レト
ロウイルス
（ Ｐ Ｅ Ｒ
Ｖ）フリー
系統の開発 

菊地 和弘 
農業・食品産業技
術総合研究機構 

ｉＰＳ細胞などを用いたヒト再生医療
研究では、ドナー不足解消とともに臓器の
大きさや生理学的な類似性によりブタの
利用が期待されている。しかしながらブタ
はゲノム中に多数の内在性レトロウイル
ス（ＰＥＲＶ）に由来する配列を保持して
おり、ブタ体内で作った移植用臓器をヒト
で利用するには、ＰＥＲＶに由来する感染
症の問題をクリアする必要がある。我々は
ベトナムにはＰＥＲＶ配列が少ない在来
種が存在することを見いだした。本研究で
は、ベトナム在来種を用いたＰＥＲＶ低コ
ピーブタ系統の作出とさらなるＰＥＲＶ
フリー化に向けた技術開発を行う。また、
これらの育種資源を安全に維持・増殖させ
るための在来豚育種施設における感染症
発生低減技術の確立も行う。国内機関とし
て農研機構が、現地のベトナム国立畜産研
究所並びにベトナム国立農業大学獣医学
部の協力の下実施する。 

ベトナム 

 

７ 

ケニアの稲
作生産性向
上に向けた
改良イネ品
種の導入と
栽培技術の
高度化 

槇原 大悟 名古屋大学 

サブサハラ・アフリカの多くの国で
は、近年コメの消費量が急増しており、
イネの生産性向上が地域における食糧安
全保障上の重要課題である。しかし、現
地では、干ばつ、高標高地における冷
害、病虫害などのため、イネの収量は低
迷している。本研究では、ケニアを対象
国として、有用農業形質遺伝子を交配と
マーカー選抜で導入したイネ品種と、そ
の能力を最大限に発揮させる栽培技術を
組み合わせることによって、大幅なコメ
増産が実現できることを実証する。その
ために、これまでに開発した耐冷性、い
もち病抵抗性、収量性などを強化した系
統の品種化プロセスを進めるとともに、
さらなる品種改良に取り組む。また、新
品種の種子を生産管理し、農家に供給す

ケニア 
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るためのシステムを構築する。さらに、
標高１１００～１２００ｍに広がるムエ
ア灌漑地区の農家圃場において耐冷性品
種を使った二期作のデモ栽培を行い、生
産性を評価するとともに、稲作技術改善
の経済的効果を検証する。 

８ 

防
災
分
野 

火山噴火リ
アルタイム
ハザード予
測の高度化
とその社会
実装に向け
た実証試験 

井口 正人 京都大学 

本研究は、噴火ハザードに対する警戒
区域を明示するために、火山観測データ
から噴出物量を予測し、多数のシナリオ
とそのチェーンから構築される膨大なハ
ザードマップデータベースを検索し、適
切なハザードマップを抽出するシステム
を火山噴火の現場であるインドネシアの
火山地質災害軽減センターの観測所に導
入する。１２７の活火山を有するインド
ネシアは噴火の発生頻度が高いため、火
山噴火によるハザードからの避難が最も
重要である。火山噴火に前駆する地震活
動や地盤変動などの観測データから噴出
物量を予測するための経験式を過去の噴
火に関するデータおよび現在観測中のデ
ータに基づいて確立し、噴火事象系統樹
に基づいてハザード要因を抽出する。予
測噴出物量に基づく最適ハザードマップ
を抽出するシステムを開発し、グントー
ルとスメル火山の観測所に設置する。観
測所職員のキャパシティ・ディベロップ
メントを図ため、観測所職員の研修を日
本でも行う。 

インドネシア 

 

９ 

海底地震観
測と構造物
脆弱性の知
見を活かし
た津波避難
教育プログ
ラムのパイ
オニア的実
証実験 

伊藤 喜宏 京都大学 

本研究は、地震・津波災害のポテンシャ
ル評価および地震・津波災害の軽減に向け
た減災教育プログラムの実証実験をメキ
シコ国内において実施する。特に以下３項
目の研究を実施する。（１）日本発の海底観
測技術の定着とラテンアメリカ地域への
水平展開およびメキシコ国内における自
律的発展を見据えた実証実験として、ゲレ
ロ州沖の海底地震・測地観測網を拡充す
る。（２）ゲレロ州沿岸部のシワタネホ市に

メキシコ 
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て稠密地盤応答調査および構造物の耐震
調査を実施する。地震時の建物の倒壊を考
慮した津波避難シナリオを減災教育プロ
グラムに実装して避難訓練を実施する。
（３）シワタネホ市における地震・津波減
災教育の実践と効果をローカルなエスノ
グラフィー映像を用いた減災教育プログ
ラムとしてまとめ、Ｗｅｂコンテンツとし
て実装し普及活動を行う。これらの実施に
より、将来のメキシコ国内の地震・津波被
害を軽減しＳＤＧｓの達成に寄与するこ
とを目的とする。 

１０ 

最新のＵＡ
Ｖ・ＲＴＫ
ＧＮＳＳ・
センサーを
用 い た 火
山・地震・災
害監視技術
の実装実験 

井上 公 
防災科学技術研究

所 

本研究は、フィリピンの過去のＳＡＴ
ＲＥＰＳ課題（地震火山監視強化と防災
情報利活用推進）およびｅ－ＡＳＩＡ課
題（小型ＵＡＶ災害情報収集システム）
で開発・活用したＵＡＶ、ＲＴＫＧＮＳ
Ｓ、センサー技術などを用いて、フィリ
ピン火山地震研究所（ＰＨＩＶＯＬＣ
Ｓ）による火山・地震監視業務と自治体
の災害対応支援を効率化する実証実験で
ある。日本側は製作・設置・運用マニュ
アルの作成および日本国内での先行実験
を行い、ＰＨＩＶＯＬＣＳ側は日本側の
指導の下に各部門が担当する火山・活断
層・津波・地滑り監視・ハザード評価・
自治体による災害把握のそれぞれを対象
として、製作・設置・試験運用を行い、
監視情報の迅速性と信頼性の向上を実証
する。各実験サイトにおいて、ＰＨＩＶ
ＯＬＣＳが実施している既存の自治体・
住民向けのワークショップを活用して最
終的な情報の受け手を含めた社会実装の
実現可能性を実証する。 

フィリピン 

 

 

 

※研究課題の並びは、研究代表者名の五十音順です。 

 

※相手国の地域と色： アジア アフリカ 中南米 
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持続可能開発目標達成支援事業 Ｂタイプ（１０件）採択研究課題一覧 

 研究課題名
（採択時） 

研究代表者 所属機関 課題概要 相手国 
貢献しうる持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ） 

１ 

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野 

カンボジア
における安
全な水処理
装置の開発
と殺菌の科
学的検証 

天野 浩 名古屋大学 

カンボジア王国では、農村部において
安全な水へアクセス可能な人口が２割に
満たないという社会課題がある。本研究
では、名古屋大学と三重大学が有する深
紫外ＬＥＤを用いた水質汚濁改善の技術
を展開し、その解決を狙う。深紫外ＬＥ
Ｄの社会実装への課題は、現状ＬＥＤの
価格が高く素子単価あたりの出力（ｍＷ
／円）が低いことである。そのため、深
紫外ＬＥＤの高出力化に向けた要素技術
開発を行う。同時に、ＬＥＤメーカーな
どと協力して同国での水質検査や水殺菌
実証研究などの現地試験を行い、地域課
題を把握する。また、同国の政府関係機
関や水殺菌装置メーカーおよび代理店へ
のヒアリングを通して、現地ニーズを抽
出する。これには王立プノンペン大学を
窓口として、同国の政府関係機関、水道
事業者、ＮＰＯ法人などが参画する。以
上の取り組みを通して、日本発の深紫外
ＬＥＤ技術の水処理への応用を加速し、
ＳＤＧｓの安全な水を中心とする課題解
決を支援する。 

カンボジア 
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２ 

インド煉瓦
製造産業の
環境負荷低
減と労働環
境改善に向
けた無焼成
煉瓦社会実
装ＦＳ 

荒木 慶一 名古屋大学 

インドで深刻な問題となっている煉瓦
製造産業の環境負荷低減と労働環境改善
を通してＳＤＧｓ達成に貢献することを
目指して、インド研究機関との国際共同
研究により本研究チームが開発中の「環
境負荷が格段に低く、良好な労働環境で
製造でき、品質と経済性の両面で優れ
る」という特徴を持つ新しい無焼成煉瓦
を実用化し、将来的に広範な普及につな
げるためのフィージビリティ・スタディ
を実施する。インド北西部のグジャラー
ト州を主要な実施場所として想定し、以
下の二項目について調査検討を行う。 
①社会実装シナリオ策定のための現地調
査。 
②現地での材料設計・製造・利用法の技
術的検討。 
以上の取り組みを通して、日本発の無

焼成煉瓦技術の実用化に貢献し、ＳＤＧ
ｓの大気汚染を中心とする課題の解決を
支援する。 

インド 

 

３ 

マダガスカ
ル北西部乾
燥林の生態
系サービス
評価とＲＥ
ＤＤ＋によ
る持続的開
発計画の設
計 

北島 薫 京都大学 

本研究は、類まれな生物多様性の保全
とも調和する持続的開発が急務であるア
フリカ最貧国の１つのマダガスカルにお
いて、複数のＳＤＧｓを達成し得る気候
変動緩和対策として注目を集めるＲＥＤ
Ｄ＋（発展途上国における森林減少およ
び森林劣化からの温室効果ガスの排出削
減と同時に森林保全なども目指す取り組
み）の実施に向けた研究と準備を行う。
具体的には、気候変動の影響下に干ばつ
や火災が急増している北西部乾燥林地域
において、森林の炭素蓄積機能、水源涵
養機能、有用植物供給などの生態系サー
ビスを多角的に評価する。さらに研究の
社会実装のために必要な地域住民や関係
機関のネットワークを構築し、日本から
の民間投資によるＲＥＤＤ＋の実施に向
けての活動を開始する。以上の取り組み

マダガスカル 
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を通して、途上国の森林保全に関する日
本の取り組みの象徴的事例を作り、同様
の他の取り組みを促し、ＳＤＧｓの気候
変動および陸上資源を中心とする課題解
決を支援する。 

４ 

カザフスタ
ンのウラン
鉱山周辺地
域における
安全環境確
保に向けた
取組 

坂口 綾 筑波大学 

本研究は、ウラン鉱山周辺地域におけ
る安全な水・大気環境の改善や保証が、
カザフスタン（つくる国）のみならずエ
ネルギー利用の恩恵（つかう国）を受け
ている国々により施行されることを最終
目標とし、具体的には北カザフスタンの
ウラン掘削地域における環境水、飲料水
（水道水・井戸水）や大気中の微細粒子
（エアロゾル）に含まれるウランおよび
子孫核種（ある核種が放射性崩壊/壊変
した結果として生成する核種のこと）を
定量的に把握する事を目的とする。この
目的達成のため、①ウランおよびウラン
系列子孫核種の分析法検討、②環境水・
飲料水中のウランおよびウラン系列子孫
核種の組成・濃度把握、③粒径別大気浮
遊塵中ウランおよびウラン系列子孫核種
の組成・濃度把握、④本課題に持続的に
取り組む人材育成の４課題を遂行する。
以上の取り組みを通して、資源利用国が
資源産出国の環境保全に責任を持つ象徴
的事例を作り、同様の他の取り組みを促
し、ＳＤＧｓの安全な水を中心とする課
題解決を支援する。 

カザフスタン 
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５ 

充放電高電
流密度を確
保するため
の亜鉛空気
２次電池用
実用電極触
媒の開発 

米澤 徹 北海道大学 

本研究は、２次電池の１つである亜鉛
空気電池などの亜鉛系電池で次世代のエ
ネルギー環境を大きく変えることを目標
としている。亜鉛空気電池は、リチウム
イオン電池に比べると５倍以上のエネル
ギー蓄積が可能である。タイは亜鉛の産
出国であり、亜鉛系電池はタイにおいて
大きく注目されている。また、リチウム
より亜鉛は安全性が高い金属である。そ
のため、据置型２次電池を考える時、例
えば亜鉛空気電池はとても低いＷｈあた
りのコストを示す。そこで、本研究で
は、亜鉛系電池の実用化のために、電流
密度の向上を目指した触媒系の構築と、
それを用いた実用に近い亜鉛系電池の創
製を目指す。本研究において目指す実装
に向けた電流密度は６０ｍＡｃｍ－２程
度である。本研究により実用に耐える触
媒を得て、それを用いて、実際に亜鉛空
気電池、亜鉛フロー電池モジュールを組
み立て、実用可能性を実証する。特に設
置型亜鉛系２次電池の実用化により、電
力平準化に貢献できるとともにエネルギ
ーをよりクリーンに、また、国産鉱物を
用いた技術革新をもたらす可能性があ
る。以上の取り組みを通して、日本発の
新しい２次電池技術の実用化を加速し、
ＳＤＧｓのクリーンエネルギーを中心と
する課題解決を支援する。 

タイ 
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６ 

生
物
資
源
分
野 

バングラデ
シュにおけ
る養殖エビ
廃 殻 由 来
「キチンナ
ノファイバ
ー」を農業
資材として
活用する新
産業の創出 

伊福 伸介 鳥取大学 

本研究では日本国内で実践してきたカ
ニ殻の活用に関する研究成果や事業化の
実績を発展させて、海外に波及させる。
すなわち、バングラデシュの主要産業で
あるエビ養殖において大量に発生する廃
殻を活用した新事業を創出する。具体的
にはエビ殻からキチンナノファイバーを
製造する技術を開発する。エビ殻由来キ
チンナノファイバーの植物に対する機能
を検証、活用して肥料や農薬など農産物
の収量向上のための農業資材としての実
用化を目指す。アジアの中で最貧国の１
つといわれるバングラデシュにおいて、
エビ殻を活用した農業向け原料のビジネ
スを創出し、貧困層の多い農村部におけ
る地域資源を活用した新産業の育成と農
産物の生産性向上を図り、貧困と飢餓の
問題の解決に貢献する。以上の取り組み
を通して、日本の大学発ベンチャー技術
による途上国新事業創生の象徴的事例を
作り、同様の他の取り組みを促し、ＳＤ
Ｇｓの貧困を中心とする課題の解決を支
援する。 

バングラデシ
ュ 

 

７ 

西アフリカ
の環境保護
と食の安全
を目指した
巨大齧歯類
グラスカッ
ターの家畜
化推進 

小出 剛 
国立遺伝学研究

所 

本研究は、西アフリカ諸国で食用とし
て好まれる野生の草食性巨大齧歯類グラ
スカッター（アフリカタケネズミ）の家
畜化を行うために、育種基盤の確立を行
う。これにより、将来の現地における新
たな畜産業の創出、環境保護と安全な食
生活の確保を目指す。現地では、野生の
グラスカッターが高値で取引されてお
り、乱獲や捕獲目的の茂みへの放火、感
染症リスクなどが問題となっている。そ
のため、グラスカッターの家畜化が求め
られているが、野生個体の飼育は容易で
はない。そこで本研究では、マウスを用
いて確立した選択交配による家畜化法を
応用し、グラスカッターの家畜化を進め
るための基礎を確立する。まず、ガーナ
大学と協力して野生個体を新規に購入し
て現地で飼育し、行動の家畜化指標につ
いて解析する。さらに、各個体のゲノム
配列を解読し、遺伝子多型を解析する。

ガーナ 
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これらの研究により、家畜化に必要な遺
伝的および行動学的多様性を明らかにす
る。以上の取り組みを通して、日本の遺
伝子関連技術により、食料問題ととも
に、野生動物の家畜化による感染症リス
ク低減などを図り、ＳＤＧｓの健康を中
心とする課題解決を支援する。 

８ 

半乾燥地水
稲育種効率
化支援 AIエ
コシステム
の構築と実
証評価 

二宮 正士 東京大学 

本研究は、気候変動の下、ますます水
供給が不安定になりつつあるインド半乾
燥地でも、主食であるコメの安定生産・
増産を実現できるイネ新品種育成の効率
化技術開発とその検証を目的としてい
る。具体的には、ＳＩＣＯＲＰ国際共同
研究拠点（インド）などでこれまでに開
発した、高速フェノタイピング技術（作
物状態の高速・高精度・非破壊モニタリ
ング技術）、遺伝情報や環境情報から作
物の性能を予測する技術、圃場環境情報
を簡便に収集する技術、多様なデータを
組み合わせて意思決定支援につなげる技
術を統合して、節水型イネ育種を効率化
する技術パッケージを設計・実装し、マ
ニュアル化する。また、同パッケージを
実際に運用し、節水型イネ遺伝資源の効
率的選択や交配親の設計、育種コストの
低減、インドでの使い勝手などを、実デ
ータを用いて検証しその実効性を評価す
る。本取り組みは、途上国における食料
安定生産を軸としたＳＤＧｓに貢献する
とともに、日本の主食であるコメの、将
来の気候変動への適応性に関する知見を
蓄積する。 

インド 
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９ 

防
災
分
野 

機械学習を
用いた匿名
化された携
帯電話デー
タと衛星画
像解析によ
る災害弱者
抽出モデル
の構築 

柴崎 亮介 東京大学 

本研究は、匿名化した携帯電話データ
と衛星画像を用い、機械学習によりスラ
ムを推定し、居住する脆弱人口の抽出と
移動実態を明らかにする手法を開発す
る。脆弱人口の人数や時間帯別・季節別
の人口はメッシュ統計として利用でき
る。 
本研究の成果により、洪水などの激甚

災害リスクの下で多くの貧困層が居住す
るモザンビークにおいて、防災計画や貧
困対策などを合理的に検討でき、脆弱人
口に配慮した災害時対応も可能となる。
また既存の統計などに頼ることなく、世
界共通のデータを用いて、脆弱人口の密
集地域の抽出・脆弱人口分布をデータと
して整理し、本研究の成果を世界の開発
途上国で容易に適用できる。 
本研究で開発したアルゴリズムは、オ

ープンソースソフトウェアとして整理
し、ＧｉｔＨｕｂ上に公開する。当該ソ
フトウェアを利用することで、本研究と
同様の試みを世界各国で実施することが
可能になる。以上の取り組みを通して、
スラムを中心とする都市課題を客観化す
る技術を開発し、ＳＤＧｓへの取り組み
全体の最適化を支援する。 

モザンビーク 
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１０ 

ミャンマー
の地震災害
に対する橋
梁構造物強
靭化へ向け
た課題抽出
のための大
型共同実験 

古川 愛子 京都大学 

本研究は、ミャンマーのインフラの中
でも特に重要な橋梁構造物である鋼製橋
梁やコンクリート橋脚、そして旧式の橋
台や橋脚に多く見られる組積造を対象
に、耐震性確保のための日本の新技術の
知見を発展させながらミャンマーに適し
た耐震構造の開発を図るものである。現
場への実装を図るため、ヤンゴン工科大
学に導入された大型実験施設を利用して
耐震性能評価実験を共同で行い、問題点
を抽出する。老朽化や経年劣化の目立つ
ミャンマーの社会インフラの問題解決に
資する強靭化策や維持管理策を検討し、
その中で産学共同研究の可能性を探りな
がら、成果の社会への実装を図る。ＳＤ
Ｇｓの目標９の「強靭（レジリエント）
なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な
産業化の促進及びイノベーションの推進
を図る」ことに貢献するとともに、目標
１１の「包摂的で安全かつ強靱（レジリ
エント）で持続可能な都市及び人間居住
を実現する」の目標にも合致するもので
ある。以上の取り組みを通して、日本の
技術による途上国の老朽インフラ対策の
象徴事例を作り、同様の他の取り組みを
促し、ＳＤＧｓの産業と技術革新の基盤
づくりの推進を支援する。 

ミャンマー 

 

 
※研究課題の並びは、研究代表者名の五十音順です。 

 

※相手国の地域と色： 

 

 

アジア アフリカ その他 
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公募概要 

 

（１）応募資格（日本側） 

国内の研究機関注２）に所属し、当該課題の研究代表者としての責務を果たし、最初から最後

まで実証試験などに従事できること。 

 

注２）国内の研究機関 

日本国内の法人格を有する大学、国公私立高等専門学校、独立行政法人、国公立試験研

究機関、公益法人、企業等、および法人化していない国立研究機関を指す。 

 

（２）研究実施期間 

約１年間 

 

（３）研究予算額 

Ａタイプ ９，０００万円以下（間接経費含む）／年／課題 

Ｂタイプ ３，０００万円以下（間接経費含む）／年／課題 

 

（４）評価方法 

外部有識者からなる評価委員会（推進委員会の分科会）の書類査読、推進委員会の書類選

考により評価 

 

（５）評価基準 

１）ＳＤＧｓへの貢献 

２）研究実績 

３）研究計画の妥当性 

４）社会実装の計画と実現可能性 

５）科学技術的価値 

６）日本のメリット 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２ 



17 

 

推進委員会および評価委員会委員 

（ただし所属機関・役職は推進委員会（令和２年３月２４日）開催時） 

推進委員会 委員一覧 

役割 氏名 所属機関 

委員長 本藏 義守 東京工業大学 名誉教授／ａＸｉｓ運営統括 

委員 井上 孝太郎 

元 科学技術振興機構 上席フェロー 

（地球規模課題対応国際協力プログラム担当）／ａＸｉｓ研究主幹

（Ａタイプ 環境・エネルギー分野分科会） 

委員 國分 牧衛 
東北大学 名誉教授／ａＸｉｓ研究主幹（Ａタイプ 生物資源分野

分科会） 

委員 藤井 敏嗣 
環境防災総合政策研究機構 環境・防災研究所 所長／ａＸｉｓ研

究主幹（Ａタイプ 防災分野分科会） 

委員 武田 晴夫 
株式会社日立製作所 技師長／ａＸｉｓ研究主幹（Ｂタイプ 環

境・エネルギー・生物資源・防災分野分科会） 

 

別紙３ 
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評価委員会（推進委員会の分科会） 委員一覧 

 

以上 

支援タイプ 研究分野 役割 氏名 所属機関 

Ａタイプ 

環境・エ

ネルギー 

研究主幹 井上 孝太郎 
元 科学技術振興機構 上席フェロー 

（地球規模課題対応国際協力プログラム担当） 

評価委員 神本 正行 弘前大学 学長特別補佐 

評価委員 髙村 ゆかり 東京大学 未来ビジョン研究センター 教授 

評価委員 堤 敦司 
東京大学 教養学部附属教養教育高度化機構 

環境エネルギー科学特別部門 特任教授 

評価委員 中静 透 
総合地球環境学研究所 プログラムディレクタ

ー・特任教授 

評価委員 安岡 善文 東京大学 名誉教授 

評価委員 山地 憲治 
地球環境産業技術研究機構 副理事長・研究所

長 

生物資源 

研究主幹 國分 牧衛 東北大学 名誉教授 

評価委員 浅沼 修一 名古屋大学 名誉教授 

評価委員 長峰 司 元 農業・食品産業技術総合研究機構 理事 

評価委員 増田 美砂 筑波大学 名誉教授 

防災 

研究主幹 藤井 敏嗣 
環境防災総合政策研究機構 環境・防災研究所 

所長 

評価委員 浅枝 隆 埼玉大学 名誉教授 

評価委員 寶 馨 京都大学 大学院総合生存学館 学館長／教授 

評価委員 田村 圭子 新潟大学 危機管理本部 危機管理室 教授 

Ｂタイプ 

環境・エ

ネルギー 

生物資源 

防災 

研究主幹 武田 晴夫 株式会社日立製作所 技師長 

評価委員 伊藤 香純 
名古屋大学 農学国際教育研究センター 准教

授 

評価委員 小原 聡 
株式会社エコトリビュート／日本産学フォーラ

ム 代表取締役／事務局長 

評価委員 坂西 欣也 
産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー

研究所 所長代理 

評価委員 土井 美和子 国立研究開発法人 情報通信研究機構 監事 

評価委員 野口 和彦 
横浜国立大学 ＩＡＳリスク共生社会創造セン

ター長 


